
   各務原市土地開発事業の調整に関する要綱 

（平成２２年１月２１日決裁） 

 各務原市土地開発事業の調整に関する要綱（平成１４年３月２８日決裁）の全部を

改正する。 

 （目的） 

第１条 この要綱は、土地開発事業に関して行う事業者及び工事施行者と各務原市と

の調整に係る手続及び基準を定めることにより、総合的かつ合理的な土地利用を推

進し、もって地域の秩序ある発展を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）土地開発工事 一団の土地（土地利用の目的、利用形態、物理的形状からみて

一体と認められる開発区域の土地をいう。）の区画形質を変更する開発に係る工

事をいう。 

（２）土地開発計画 土地開発工事に係る計画をいう。 

（３）土地開発事業 土地開発計画及び土地開発工事をいう。 

（４）開発区域 土地開発工事を行う土地の区域をいう。 

（５）公共施設 道路、公園、上水道、下水道、緑地、広場、河川、砂防施設、水路、

貯水施設、消防施設その他の公共の用に供する施設をいう。 

（６）公益的施設 教育施設、医療施設、官公庁施設、購買施設その他の公益性を有

する施設であって住民の共同の福祉又は利便のために必要なものをいう。 

（７）事業者 土地開発事業を自ら施行し、又は請負契約その他の方法により他人を

して土地開発事業を施行させる者をいう。 

 （適用範囲） 

第３条 この要綱は、開発区域の面積が１ヘクタール以上又は建設する道路の延長が

１キロメートル以上の土地開発事業について適用する。ただし、次に掲げるものを

除く。 

（１）国又は地方公共団体が行うもの 

（２）国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）第１８条の政令で定める法人（独

立行政法人都市再生機構及び土地開発公社を除く。）が事業者であるもの 

（３）鉱業法（昭和２５年法律第２８９号）の適用を受けるもの 



（４）砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１６条の認可を受けて行う砂利採取

事業に係るものであって、河川法（昭和３９年法律第１６７号）第６条第１項に

規定する河川区域又は同法第５４条第１項に規定する河川保全区域において行う

もの及び一時農地を転用し、砂利採取後農地に復元するもの 

（５）都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第７項に規定する市街地開発

事業 

（６）農業、林業又は漁業の用に供する目的で行うもののうち、農林水産物の生産（製

造に関するものを除く。）若しくは集荷の用に供する目的で行う農地の集団化又

は農林水産施設の用に供する土地及び道路の造成並びにこれらに類するもの（土

地開発事業への土砂等の供給を兼ねるものを除く。）であって、次に掲げる者が

行う土地開発事業 

  ア 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２条の２に規定する農地について所

有権又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を有する者 

  イ 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１１条の１４に規定

する農地利用集積円滑化団体又は農地中間管理事業の推進に関する法律（平成

２５年法律第１０１号）第２条第４項に規定する農地中間管理機構 

  ウ 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）第２章第７節の規定により設

立された農業協同組合又は農業協同組合連合会 

  エ 森林組合法（昭和５３年法律第３６号）第２章第４節の規定により設立され

た森林組合、同法第３章の規定により設立された生産森林組合又は同法第４章

の規定により設立された森林組合連合会 

  オ 水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号）第２章第６節の規定により

設立された漁業協同組合、同法第３章の規定により設立された漁業生産組合又

は同法第４章の規定により設立された漁業協同組合連合会 

  カ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第２章第１節第１款の規定により

設立された土地改良区 

  キ 国、県若しくは各務原市の補助又は県、各務原市等を通じて行う制度融資事

業により土地開発事業を施行する者 

（７）非常災害に際し必要な応急措置として行うもの 

（７）の２ 農林漁業者就業改善及び農村環境整備等の土地開発事業で国又は県の補

助により行うもの 



（８）塩事業法（平成８年法律第３９号）第２条第２項に規定する塩製造業者、同条

第３項に規定する塩特定販売業者又は同条第４項に規定する塩卸売業者が業務の

用に供する目的で行うもの 

（９）電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１１７条第１項の規定による事

業の認定を受けた者がその事業の用に供する土地を造成するもの 

（１０）農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（昭和４６年法律第１１２号）

第５条第２項第１号に規定する産業導入地区内において工業用地を造成するもの 

（１１）工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第３条第１項に規定する工場立地調

査簿に登録された工場適地内において工場等を造成するもの 

（１２）鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第１項に規定する鉄道事業若

しくは同条第５項に規定する索道事業で一般の需要に応じるもの又は軌道法（大

正１０年法律第７６号）第１条第１項に規定する軌道若しくは同法第３１条の規

定により同法が準用される無軌条電車の用に供する土地を造成するもの 

（１３）電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第３条第１項の規定による許可を

受けた者が電気事業の用に供する電気工作物の用に供する土地を造成するもの 

（１４）ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第２条第１３項に規定するガス工作

物の用に供する土地を造成するもの 

（１５）水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第２項に規定する水道事業若し

くは同条第４項に規定する水道用水供給事業又は工業用水道事業法（昭和３３年

法律第８４号）第２条第４項に規定する工業用水道事業の用に供する土地を造成

するもの 

（１６）土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２６条第１項（同法第１３８条

第１項において準用する場合を含む。）の規定により事業の認定の告示（他の法

律により事業の認定の告示とみなされるものを含む。）がなされている事業の用

に供する土地を造成するもの 

（１７）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法（平成１６年法律第１５５号）

第３条に規定する国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が同法第１７条第１

項第３号イからニまでに掲げる事業の施設の用に供する土地を造成するもの 

（１８）林道建設事業 

（１９）道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２２条第１項又は第２４条の規定に

より、道路管理者の工事施行命令又は承認を受けて行う道路の建設事業（他の土



地開発事業と一体と認められるものを除く。）であるもの 

 （事前協議の方法） 

第４条 土地開発工事を施行しようとする事業者は、あらかじめ、当該土地開発工事

に係る土地開発計画の概要について、市長に協議するものとする。 

２ 前項の規定による協議（以下「事前協議」という。）の申出は、別記様式による

土地開発事業事前協議申出書を市長に提出することにより行うものとする。 

３ 市長は、事前協議の申出があったときは、当該事前協議に係る土地開発計画の概

要について、各務原市土地利用連絡会議設置規程（平成１４年訓令第４号）による

各務原市土地利用連絡会議に諮り、次に掲げる基準により審査するものとする。 

（１）土地利用基本計画その他の土地利用に関する計画に適合するものであること。 

（２）公共施設及び公益的施設に関する国、地方公共団体等の整備計画に照らして明

らかに不適当なものでないこと。 

（３）開発区域を含む周辺区域の自然環境の保全上明らかに不適当なものでないこと。 

 （審査結果） 

第５条 市長は、前条第３項の規定による審査の結果、当該土地開発計画の概要が適

当であると認めるときは事業者に書面で通知し、当該土地開発計画の概要が不適当

であると認めるときは当該土地開発計画を変更し、又は当該土地開発工事を中止す

るよう事業者に指導するものとする。 

 （その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

この要綱は、平成２２年１月２１日から施行する。 

  附 則（平成２３年３月１０日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

  附 則（平成３０年３月３０日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（令和２年２月２０日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 


